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木 更 津 市 



 

令和２年３月市議会定例会議案目録（その２） 

 

議 案 番 号 件        名 関 係 部 等  頁 

議案第１３号 令和２年度木更津市一般会計予算 財 務 部 別冊 

議案第１４号 令和２年度木更津市国民健康保険特別会計予算 市 民 部 別冊 

議案第１５号 令和２年度木更津市後期高齢者医療特別会計予算 市 民 部 別冊 

議案第１６号 令和２年度木更津市介護保険特別会計予算 福 祉 部 別冊 

議案第１７号 令和２年度木更津市公設地方卸売市場特別会計予算 経 済 部 別冊 

議案第１８号 木更津市監査委員の選任について 総 務 部 １ 

議案第１９号 
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の

制定について 
総 務 部 ２ 

議案第２０号 
木更津市行政組織条例の一部を改正する条例の制定

について 
総 務 部 ７ 

議案第２１号 
木更津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保全に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 
環 境 部 ８ 

議案第２２号 
木更津市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条

例の制定について 
経 済 部 ９ 

議案第２３号 
木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例の

制定について 
経 済 部 １９ 

議案第２４号 
木更津市証紙条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 
会 計 室 ２３ 

議案第２５号 

木更津市農業委員会の委員及び木更津市農地利用最

適化推進委員の定数を定める条例の一部を改正する

条例の制定について 

農 業 委 員 会 ２４ 



 

議案第２６号 業務委託変更契約の締結について 都 市 整 備 部 ２５ 

議案第２７号 令和２年度木更津市下水道事業会計予算 都 市 整 備 部 別冊 

 



議案第１８号

木更津市監査委員の選任について

 木更津市監査委員に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

６条第１項の規定により、議会の同意を求める。

住 所 氏  名 生 年 月 日

北 原 靖 和

令和２年２月１４日提出

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

提案理由

木更津市監査委員（識見を有する者）奥出淳一氏の任期満了に伴い、後任の委員を選任しよう

とするものである。
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議案第１９号 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和２年２月１４日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

   職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年木更津市条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

第１０条の３第１項各号中「１８，０００円」を「１６，０００円」に改め、同条第２項中

「各号に掲げる額」を「各号に定める額」に、「第１号に掲げる額及び第２号に掲げる額」を 

「第１号に定める額及び第２号に定める額」に改め、同項第１号中「掲げる額」を「定める額」 

に改め、同号ア中「２３，０００円」を「２７，０００円」に、「１２，０００円」を「１６

，０００円」に改め、同号イ中「２３，０００円」を「２７，０００円」に、「１６，０００

円」を「１７，０００円」に改める。 

第１８条の４第２項第１号中「、６月に支給する場合には１００分の９２．５、１２月に支

給する場合には１００分の９７．５」を「１００分の９５」に改める。 

（特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和４０年木更津市条例第９

号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の２２２．５、１２月に支給する場合

には１００分の２２７．５」を「１００分の２２５」に改める。 

  附則第６項中「１００分の５」を「１００分の１０」に改める。 

 （木更津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 木更津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２８年木更津市条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の１６７．５、１２月に支給する場合

には１００分の１７２．５」を「１００分の１７０」に改める。 
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 （木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第４条 木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年木更津市条例第

１５号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１アの表を次のように改める。 

  ア 行政職給料表 

                        （単位：円） 

 職務 

の級 
１級 ２級 

号給 給料月額 給料月額 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

１４６，１００ 

１４７，２００  

１４８，４００  

１４９，５００  

１５０，６００  

１５１，７００  

１５２，８００  

１５３，９００  

１５４，９００  

１５６，３００  

１５７，６００  

１５８，９００  

１６０，１００  

１６１，６００  

１６３，１００  

１６４，７００  

１６５，９００  

１６７，４００  

１６８，９００  

１７０，４００  

１９５，５００  

１９７，３００  

１９９，１００  

２００，９００  

２０２，４００  

２０４，２００  

２０６，０００  

２０７，８００  

２０９，４００  

２１１，２００  

２１３，０００  

２１４，８００  

２１６，２００  

２１８，０００  

２１９，７００  

２２１，５００  

２２３，２００  

２２４，９００  

２２６，５００  

２２８，１００  
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２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

４１ 

４２ 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

１７１，７００  

１７４，４００  

１７７，０００  

１７９，６００  

１８２，２００  

１８３，９００  

１８５，５００  

１８７，２００  

１８８，７００  

１９０，４００  

１９２，２００  

１９３，９００  

１９５，５００  

１９６，９００  

１９８，４００  

１９９，９００  

２０１，２００  

２０２，５００  

２０３，７００  

２０５，０００  

２０６，３００  

２０７，６００  

２０８，９００  

２１０，２００  

２１１，３００  

２１２，６００  

２１３，９００  

２１５，２００  

２１６，３００  

２２９，５００  

２３１，２００  

２３２，８００  

２３４，４００  

２３５，４００  

２３６，９００  

２３８，３００  

２３９，５００  

２４０，７００  

２４１，９００  

２４２，９００  

２４４，１００  

２４５，４００  

２４６，４００  

２４７，６００  

２４８，９００  

２４９，８００  

２５１，１００  

２５２，３００  

２５３，６００  

２５５，０００  

２５６，４００  

２５７，６００  

２５８，８００  

２６０，０００  

２６１，２００  

２６２，５００  

２６３，６００  

２６４，７００  
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５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

６４ 

６５ 

６６ 

６７ 

６８ 

６９ 

７０ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

２１７，４００  

２１８，４００  

２１９，５００  

２２０，６００  

２２１，６００  

２２２，５００  

２２３，５００  

２２３，８００  

２２４，６００  

２２５，４００  

２２６，１００  

２２６，８００  

２２７，８００  

２２８，６００  

２２９，４００  

２３０，１００  

２３０，８００  

２３１，７００  

２３２，７００  

２３３，４００  

２３４，０００  

２３４，５００  

２３５，２００  

２３６，０００  

２３６，６００  

２３７，２００  

２３７，７００ 

２６５，８００  

２６７，１００  

２６８，４００  

２６９，４００  

２７０，５００  

２７１，８００  

２７３，１００  

２７４，０００  

２７５，０００  

２７５，９００  

２７７，０００  

２７８，１００  

２７９，１００  

２８０，０００  

２８１，０００  

２８１，５００  

２８２，４００  

２８３，１００  

２８４，０００  

２８５，０００ 

   

 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において同条の規定による改正

前の職員の給与に関する条例第１０条の３の規定により支給されていた住居手当の月額が２，

０００円を超える職員であって、施行日以後においても引き続き当該住居手当に係る住宅（貸

間を含む。）を借り受け、家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っているもののうち、次

の各号のいずれかに該当するもの（規則で定める職員を除く。）に対しては、施行日から令和

３年３月３１日までの間、第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第１０条の３

の規定にかかわらず、当該住居手当の月額に相当する額（当該住居手当に係る家賃の月額に変

更があった場合には、当該相当する額を超えない範囲内で規則で定める額。第２号において「

旧手当額」という。）から２，０００円を控除した額の住居手当を支給する。 

⑴ 第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第１０条の３第１項各号のいずれに

も該当しないこととなる職員 

⑵ 旧手当額から第１条の規定による改正後の職員の給与に関する条例第１０条の３第２項の

規定により算出される住居手当の月額に相当する額を減じた額が２，０００円を超えること

となる職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 令和元年の人事院勧告及び千葉県人事委員会勧告を踏まえ、本市の一般職の職員及び会計年度

任用職員の給与の額並びに特別職の職員で常勤のものの期末手当の支給率等を改定するため、関

係条例の整備をしようとするものである。 
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議案第２０号 

   木更津市行政組織条例の一部を改正する条例の制定について 

 木更津市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和２年２月１４日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

木更津市行政組織条例の一部を改正する条例 

 木更津市行政組織条例（昭和４６年木更津市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の見出しを「（部等の設置）」に改め、同条中「部を」を「部等を」に、「総務部」を 

「市長公室 

 総務部 」 
に改める。 

 第３条各号列記以外の部分中「部」を「部等」に改め、同条中第９号を第１０号とし、第３号

から第８号までを１号ずつ繰り下げ、同条第２号中イを削り、ウをイとし、エをウとし、オをエ

とし、カをオとし、キをカとし、クをキとし、同号を同条第３号とし、同条第１号中アを削り、

イをアとし、ウをイとし、エをウとし、オをエとし、カをオとし、キをカとし、ク及びケを削り、

コをキとし、サをクとし、シをケとし、同号を同条第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

⑴ 市長公室 

 ア 秘書に関する事項 

 イ 広報に関する事項 

 ウ 行政改革の推進に関する事項 

 エ 行政組織及び職員定数に関する事項 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

提案理由 

行政需要の変化に的確に対応した組織機構の改革に伴い 、関係条文の整備をしようとするも

のである。 
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議案第２１号 

木更津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保全に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

木更津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保全に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

令和２年２月１４日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保全に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市小櫃川流域に係る水道水源の水質の保全に関する条例（平成６年木更津市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

 第１７条中「肥料取締法」を「肥料の品質の確保等に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この条例は、肥料取締法の一部を改正する法律（令和元年法律第６２号）附則第１条本文に規

定する政令で定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 肥料取締法の一部を改正する法律（令和元年法律第６２号）の施行に伴い、関係条文の整備を

しようとするものである。 

8



議案第２２号 

木更津市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和２年２月１４日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市公設地方卸売市場条例の一部を改正する条例 

木更津市公設地方卸売市場条例（昭和４７年木更津市条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

 目次中「第１６条」を「第１６条の２」に、「第２５条」を「第２５条の２」に改める。 

 第１条中「及び千葉県卸売市場条例（昭和４６年千葉県条例第６９号。以下「県条例」という。）」

を削り、「適正化」の次に「並びにその生産」を加える。 

 第２条（見出しを含む。）中「、位置及び面積」を「及び位置」に改め、同条中「面積 ３０

，５１０．６５平方メートル」を削り、同条の次に次の１条を加える。 

 （業務運営の基本原則） 

第２条の２ 市長は、市場の業務運営に関し、卸売業者（法第２条第４項に規定する卸売業者を

いう。以下同じ。）、買受人（卸売業者から卸売を受ける者をいう。以下同じ。）その他の市

場において売買取引を行う者（以下「取引参加者」と総称する。）に対して、不当に差別的な

取扱いを行つてはならない。 

 第４条第３項中「関係者」を「取引参加者」に改める。 

 第５条第１項中「午前５時」を「午前４時」に改め、同条第２項中「（法第５８条第１項の規

定により、千葉県知事（以下「知事」という。）の許可を受け市場において卸売の業務を行う者

をいう。以下同じ。）」を削る。 

 第６条第１号中「２人以内」を「１」に改め、同条第２号中「１人」を「１」に改め、同条の

次に次の５条を加える。 

（卸売業務の許可） 

第６条の２ 卸売業者として、市場において卸売の業務を行おうとする者は、規則で定めるとこ

ろにより、市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をすることにより卸売業者の数が前条各号に定める数の最高限度を超え
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ることとなるとき、又は同項の許可の申請をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、

同項の許可をしてはならない。 

 ⑴ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者であるとき。 

 ⑵ 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定により罰金の刑に処せられた者で、その刑の執

行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた日から起算して３年を経過しない

者であるとき。 

 ⑶ 次条又は第５９条第１項の規定による許可の取消しを受け、その取消しの日から起算して

３年を経過しない者であるとき。 

 ⑷ 市場の卸売の業務を適確に遂行するために必要な知識及び経験又は資力信用を有しない者

であるとき。 

 ⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しく

は暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）であるとき。 

 ⑹ 申請者が法人である場合は、その業務を執行する役員のうちに第１号から第３号まで及び

前号のいずれかに該当する者があるとき。 

（卸売業務の許可の取消し） 

第６条の３ 市長は、卸売業者が前条第２項第１号、第２号、第５号又は第６号のいずれかに該

当することとなつたとき、又は卸売の業務を適確に遂行するために必要な資力信用を有しなく

なつたと認めるときは、同条第１項の許可を取り消すものとする。 

２ 市長は、卸売業者が次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の許可を取り消すこ

とができる。 

 ⑴ 正当な理由がなく、前条第１項の許可を受けた日から起算して３０日以内に、第７条第１

項の保証金を預託しないとき。 

 ⑵ 正当な理由がなく、前条第１項の許可を受けた日から起算して３０日以内に、その業務を

開始しないとき。 

 ⑶ 正当な理由がなく、引き続き３０日以上その業務を休止したとき。 

 ⑷ 正当な理由がなく、その業務を遂行しないとき。 

 （卸売業者の事業の譲渡し等） 

第６条の４ 卸売業者が事業（市場における卸売の業務に係るものに限る。）の譲渡しをする場
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合において、譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受けについて市長の認可を受けたときは、譲受

人は、卸売業者の地位を承継する。 

２ 卸売業者たる法人の合併の場合（卸売業者たる法人と卸売業者でない法人が合併して卸売業

者たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（市場における卸売の業務を承継させる

場合に限る。）において、当該合併又は分割について市長の認可を受けたときは、合併後存続

する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該業務を承継した法人は、卸売

業者の地位を承継する。 

３ 前２項の認可を受けようとする者は、規則で定めるところにより市長に申請しなければなら

ない。 

４ 第６条の２第２項の規定は、第１項又は第２項の認可について準用する。 

 （卸売業務の相続） 

第６条の５ 卸売業者が死亡した場合において、相続人（相続人が２人以上ある場合において、

その協議により当該卸売業者の市場における卸売の業務を承継すべき相続人を定めたときは、

その者。以下この条及び次条において同じ。）が被相続人の行つていた市場における卸売の業

務を引き続き営もうとするときは、被相続人の死亡の日から起算して６０日以内に市長の認可

を受けなければならない。 

２ 前項の認可を受けようとする者は、規則で定めるところにより市長に申請しなければならな

い。 

３ 相続人が前項の申請をした場合においては、被相続人の死亡の日からその認可をする旨又は 

認可をしない旨の通知を受ける日までの間は、被相続人に対してした第６条の２第１項の許可

は、当該相続人に対してしたものとみなす。 

４ 第６条の２第２項の規定は、第１項の認可について準用する。 

５ 第１項の認可を受けた者は、卸売業者の地位を承継する。 

 （卸売業者の名称変更等の届出） 

第６条の６ 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なくその旨を市長に届け

出なければならない。 

 ⑴ 氏名、名称若しくは商号又は住所を変更したとき。 

 ⑵ 市場における卸売の業務を開始し、休止し、又は再開しようとするとき。 

 ⑶ 法人にあつては、役員、資本金若しくは出資の額又は定款若しくは規約を変更したとき。 
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 ⑷ その他規則で定める事項に該当したとき。 

２ 卸売業者は、市場における卸売の業務を廃止しようとするときは、廃止しようとする日の３

０日前までに、その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 卸売業者が死亡し、又は解散したときは、当該卸売業者の相続人又は清算人は、遅滞なくそ

の旨を市長に届け出なければならない。 

 第７条第１項中「知事から卸売の業務」を「第６条の２第１項」に改める。 

 第８条第２項中「第１６６条」を「第１６８条」に改める。 

 第１２条第４項第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受けて」に改め、同項第２号

中「又は県条例」を削り、同項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、第

６号を第５号とする。 

 第１３条第３項中「第４号」を「第３号」に改める。 

 第１４条中「第１２条第４項第１号から第３号若しくは第５号」を「第１２条第４項第１号、

第２号若しくは第４号」に改める。 

 第１６条の見出しを「（せり人の規律）」に改め、同条中「するとともに規則で定めるせり人

章を着用」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ せり人は、卸売のための販売を、秘密の方法により行つてはならない。 

 第２章第１節中第１６条の次に次の１条を加える。 

 （事業報告書の提出及び閲覧） 

第１６条の２ 卸売業者は、規則で定めるところにより事業報告書を作成し、市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 卸売業者は、前項の事業報告書（規則で定める部分に限る。）について閲覧の申出があつた

場合は、規則で定める正当な理由があるときを除き、これを拒んではならない。 

３ 前項の閲覧は、インターネットの利用、事務所における備置きその他の適切な方法によらな

ければならない。 

 第１７条第１項中「（県条例第１４条の買受人をいう。以下同じ。）」を削り、同条第４項第 

１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受けて」に改め、同項第３号中「若しくは」を「 

又は」に改め、同項に次の１号を加える。 

⑸ 申請者が法人である場合は、その業務を執行する役員又は使用人であつて常時卸売に参加

する者のうちに第１号、第３号又は前号のいずれかに該当する者があるとき。 
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 第１８条第１項第３号中「資本金又は出資の額及び役員の氏名」を「役員、資本金若しくは出 

資の額又は定款若しくは規約」に改める。 

 第２０条中「市長は」を「市長は、」に、「又は第３号」を「、第３号若しくは第５号」に改 

める。 

 第２２条第１号中「破産者で」を「破産手続開始の決定を受けて」に改め、同条第３号中「業 

務」を「附属営業」に改め、同条に次の３号を加える。 

⑷ 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定により罰金の刑に処せられた者で、その刑の執

行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた日から起算して２年を経過しない

者であるとき。 

⑸ 暴力団員又は暴力団関係者であるとき。 

⑹ 申請者が法人である場合は、附属営業を執行する役員のうちに第１号、第２号、第４号又

は前号のいずれかに該当する者があるとき。 

 第２３条中「者」の次に「（以下「附属営業人」という。）」を加え、「又は第２号」を「若 

しくは第４号から第６号までのいずれか」に、「業務」を「附属営業」に改め、同条に次の１項 

を加える。 

２ 市長は、附属営業人が次の各号のいずれかに該当するときは、第２１条第１項の許可を取り

消すことができる。 

 ⑴ 正当な理由がなく、第２１条第１項の許可を受けた日から起算して３０日以内に、次条第

１項の保証金を預託しないとき。 

 ⑵ 正当な理由がなく、第２１条第１項の許可を受けた日から起算して３０日以内に、附属営

業を開始しないとき。 

 ⑶ 正当な理由がなく、引き続き３０日以上附属営業を休止したとき。 

 ⑷ 正当な理由がなく、附属営業を遂行しないとき。 

 第２章第３節中第２５条の次に次の１条を加える。 

 （附属営業人の名称変更等の届出） 

第２５条の２ 附属営業人は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なくその旨を市長に

届け出なければならない。 

 ⑴ 氏名、名称若しくは商号又は住所を変更したとき。 

 ⑵ 附属営業を開始し、休止し、再開し、又は廃止しようとするとき。 
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 ⑶ 法人にあつては、役員、資本金若しくは出資の額又は定款若しくは規約を変更したとき。 

 ⑷ その他規則で定める事項に該当したとき。 

２ 附属営業人が死亡し、又は解散したときは、当該附属営業人の相続人又は清算人は、遅滞な

くその旨を市長に届け出なければならない。 

 第２６条の２第１項中「次の各号に掲げる物品の区分に応じ、当該各号に掲げる売買取引の方

法」を「市況、出荷等の状況を充分に把握し、販売価格が適正に保持されるよう配慮した上で、

せり売若しくは入札の方法又は相対による取引（一の卸売業者と一の卸売の相手方が個別に売買

取引を行う方法をいう。）」に改め、同項各号を削り、同条第２項を削り、同条第３項中「、第

１項第２号及び第３号に掲げる物品については」を削り、同項を同条第２項とし、同条第４項を

削り、同条第５項中「、第１項第３号に掲げる物品について」を削り、「関係者」を「取引参加

者」に改め、同項を同条第３項とする。 

 第２７条を次のように改める。 

（売買取引の条件の公表） 

第２７条 卸売業者は、次に掲げる事項について、インターネットの利用その他の適切な方法に

より公表しなければならない。 

⑴ 営業日及び営業時間 

⑵ 取扱品目 

⑶ 生鮮食料品等の引渡しの方法 

⑷ 委託手数料その他の生鮮食料品等の卸売に関し、出荷者又は買受人が負担する費用の種類、

内容及びその額 

⑸ 生鮮食料品等の卸売に係る販売代金の支払期日及び支払方法 

⑹ 奨励金等がある場合には、その種類、内容及びその額（その交付の基準を含む。） 

⑺ その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある場合にあつてはその月

の前月の奨励金等の種類ごとの交付額 

 第２８条第２項中「規定により承認を受けた」を削る。 

 第２９条第１項ただし書中「次の各号のいずれかに該当する場合」を「市場における効率的な

売買取引のために必要であり、かつ、取引の秩序を乱すおそれがないと市長が承認したとき」に

改め、同項各号を削り、同条第２項中「前項第１号」を「前項ただし書」に、「許可を」を「承

認を」に、「、許可申請書を市長に提出」を「市長に申請」に改め、同条第３項を次のように改
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める。 

３ 第１項ただし書の場合において、卸売業者は、買受人以外の者に対し卸売を行つたときは、

当該卸売の内容について市長に報告しなければならない。 

 第２９条第４項から第６項までを削る。 

 第３０条中「法第５８条第１項の許可に係る」を「その者が第６条の２第１項の許可を受けて

行う」に改める。 

 第３１条第１項ただし書中「次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではない」を「

市場における効率的な売買取引のために必要であり、かつ、取引の秩序を乱すおそれがないと市

長が承認したときは、この限りでない」に改め、同項各号を削り、同条第２項を次のように改め

る。 

２ 前項ただし書の規定による承認を受けようとする卸売業者は、規則で定めるところにより市

長に申請しなければならない。 

第３１条第３項から第６項までを削る。 

 第３２条中「法第５８条第１項の許可を受けて」を「その者が第６条の２第１項の許可を受け

て行う」に改め、同条に次のただし書を加える。 

  ただし、市場における取引の秩序を乱すおそれがなく、あらかじめ出荷者の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

 第３４条第１項中「場合は、市長の承認を受けなければならない」を「ことができる」に改め、

同条第２項を次のように改める。 

２ 卸売業者は、前項の受託契約約款を定めたときは、速やかに当該受託契約約款を市長に提出

するとともに、その内容を取引参加者に周知しなければならない。受託契約約款を変更したと

きも同様とする。 

第３４条第３項及び第４項を削る。 

 第３５条第１項中「（第３１条第１項第３号の規定により卸売をする物品のうち、当該市場外 

で引渡しをする受託物品（以下「電子商取引に係る受託物品」という。）を除く。以下同じ。）」 

を削り、「結果を」を「結果を委託者に通知するとともに、」に改め、同条第２項を削り、同条

第３項中「第１項ただし書」を「前項ただし書」に、「前２項」を「同項」に改め、同項を同条

第２項とする。 

 第３９条の見出しを「（卸売予定数量等の報告及び公表）」に改め、同条第１項を次のように
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改める。 

  卸売業者は、規則で定めるところにより、毎開場日、当日卸売をする物品について、主要な

品目の卸売予定数量及び主要な産地を販売開始時刻までに、市長に報告するとともに、インタ

ーネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。 

第３９条第２項中「次に掲げる事項を」を「当日卸売をした物品について、売買取引の方法ご

との卸売の数量及び卸売価格を販売終了後、速やかに」に改め、同項各号を削り、同条中第３項

を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 卸売業者は、規則で定めるところにより、当日卸売をした物品のうち主要な品目の卸売の数

量及び卸売価格等について、毎開場日の販売終了後、速やかに市長に報告するとともに、イン

ターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。 

 第４０条及び第４１条を次のように改める。 

第４０条 削除 

 （開設者による卸売予定数量等の公表） 

第４１条 市長は、卸売業者から第３９条第１項及び第３項の規定による報告を受けたときは、

その内容をインターネットの利用その他の適切な方法により公表するものとする。 

 第４２条第１項中「期日」の次に「（その日が金融機関の休業日である場合は、その日後にお

いてその日に最も近い金融機関の休業日でない日）」を加え、「第４３条」を「次条」に、「及

び売買仕切金を送付しなければならない」を「を送付し、売買仕切金を現金その他適切な方法に

より支払わなければならない」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 卸売業者は、卸売のための生鮮食料品等を買付けたときは、買付の相手方に対して、その買

付について相手方から請求のあつた日から１０日以内（買付代金の送付について相手方と特約

がある場合には、その特約の期日（その日が金融機関の休業日である場合は、その日後におい

てその日に最も近い金融機関の休業日でない日）まで）に、買付代金を送金その他適切な方法

により支払わなければならない。 

 第４３条第２項を削り、同条第３項中「第１項」を「前項」に改め、同項を同条第２項とする。 

 第４５条第１項中「市長の承認を受けて」を削り、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 卸売業者は、前項の出荷奨励金の交付が、その財務の健全性を損ない、又は卸売の業務の適

正かつ健全な運営を阻害するおそれがあるときは、これを行つてはならない。 

３ 第１項の出荷奨励金を交付しようとする卸売業者は、規則で定めるところにより、市長に報
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告しなければならない。 

 第４６条第１項中「期日」の次に「（その日が金融機関の休業日である場合は、その日後にお

いてその日に最も近い金融機関の休業日でない日）」を、「）を」の次に「送金その他適切な方

法により」を加える。 

 第４８条第１項中「市長の承認を受けて」を削り、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 卸売業者は、前項の完納奨励金の交付が、その財務の健全性を損ない、又は卸売の業務の適

正かつ健全な運営を阻害するおそれがあるときは、これを行つてはならない。 

３ 第１項の完納奨励金を交付しようとする卸売業者は、規則で定めるところにより、市長に報

告しなければならない。 

 第５４条の見出しを「（補修命令等）」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、使用者が市場施設内に設けた施設、設備等が損傷したとき、又は周囲に危険を生じ

させるおそれがあると認めるときは、当該使用者に対し、その修繕、除却その他必要な措置を

命ずることができる。 

 第５５条第１項中「別表第５」を「別表」に改め、同条第５項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が特に必要があると認めたときは、その全部又は一部を返還することができる。 

第５５条の次に次の１条を加える。 

 （損害賠償） 

第５５条の２ 第５２条の規定により市場施設を返還すべき者が指定期間内にこれを返還しない

ときは、その者は、返還期限の翌日から返還を完了する日までの使用料相当額（返還の遅延に 

より市に損害が生じた場合には、その損害額を加算した額）の損害を賠償しなければならない。 

 第５７条第１項中「卸売業者」の次に「、買受人」を加える。 

 第５８条の見出しを「（改善措置命令）」に改め、同条中「旨を」の次に「指導、助言若しく

は」を加える。 

 第５９条第１項中「科し」の次に「、第６条の２第１項の許可を取り消し」を加える。 

 第６１条の見出しを「（諮問事項等）」に改め、同条各号列記以外の部分を次のように改める。 

  市長は、次に掲げる事項を審議会に諮問するものとする。 

第６１条第１号中「管理運営」を「整備及び運営」に改め、「（第２号及び第３号を除く。）」

を削り、同条第２号を次のように改める。 

⑵ 開場の期日及び時間に関する事項 
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 第６１条中第３号を第７号とし、第２号の次に次の４号を加える。 

⑶ 卸売の業務に係る売買取引及び決済の方法に関する事項 

⑷ 卸売の業務に係る物品の品質管理の方法に関する事項 

⑸ 卸売の業務を行う者に関する事項 

⑹ 卸売の業務を行う者以外の関係事業者に関する事項 

第６１条に次の１項を加える。 

２ 審議会は、前項の諮問に応じて調査審議等を行うほか、必要な事項を市長に建議することが

できる。 

 第６２条第１項中「１７人」を「１５人」に改め、同条第２項中「、市議会議員」、「並びに

市職員」及び「又は任命」を削る。 

 第６４条第１項中「第６１条第２号及び第３号」を「第６１条第２号から第７号まで」に、「 

委員会」を「市場取引委員会」に改め、同条第２項中「委員会」を「市場取引委員会」に改める。 

 別表第１から別表第４までを削り、別表第５を別表とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年６月２１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の木更津市公設地方卸売市場条例の規定は、この条例の施行の日以後 

に行われる申請に係る許可等から適用し、施行の日前に行われた申請に係る許可等については、

なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

  

提案理由 

 卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６２号）の

施行等に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２３号 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和２年２月１４日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例 

木更津市産業立地促進条例（平成２０年木更津市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

⑶ 対象地域 次に掲げる立地奨励金（以下「奨励金」という。）の区分に応じ、それぞれ定

める地域等をいう。 

ア 企業立地奨励金 次に掲げる地域等 

（ア） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規定する準工業地 

域、工業地域及び工業専用地域 

(イ) 都市計画法第７条第１項の規定により定められた市街化調整区域において、同法第 

１９条第１項の規定により決定された同法第１２条の５の規定による地区計画の区域 

(ウ) 都市計画法第１９条第１項の規定により決定された木更津都市計画築地地区地区計 

画（以下「築地地区地区計画」という。）の区域及び木更津市中心市街地活性化基本計 

画に定められた区域 

(エ) 木更津都市計画事業金田西特定土地区画整理事業施行地区の区域及び木更津都市計 

画事業金田東特定土地区画整理事業施行地区の区域 

(オ) 市内のインターチェンジから半径５キロメートル以内の区域（次号カに掲げる施設 

の立地に限る。） 

  イ 大規模投資企業立地奨励金 市内全域 

第２条第４号ウ中「又は」を「、細分類３７１９のその他の固定電気通信業又は」に改め、同

号オ中「その他の事業所」を「計画推進施設」に改め、同号に次のように加える。 

カ 農業関連施設 産業分類による小分類０１１の耕種農業の用に供する施設 

キ その他の施設 産業振興に寄与するものと市長が特に認める施設（アからカまでに掲げ

るものを除く。） 
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第２条第５号中「事業者が」を削り、「まで」の次に「及びカ」を加え、同条第６号中「市内

に事業所を有しない事業者」を「次に掲げる者」に改め、同号に次のように加える。 

  ア 市内に事業所を有しない事業者 

イ 市内に事業所を有しない事業者と財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（ 

昭和３８年大蔵省令第５９号）第８条第３項に規定する親会社（以下「親会社」という。）

又は同項に規定する子会社（以下「子会社」という。）の関係にあるもの 

ウ 市内に事業所を有しない事業者と同一の親会社を持つ会社であって、当該会社の取締役、 

会計参与、監査役、執行役、理事、監事その他これらに準ずる者（以下「役員」という。）

が、当該事業者の役員を兼ねているもの 

第２条第７号中「市内に事業所を有する事業者」を「次に掲げる者」に改め、同号に次のよう

に加える。 

  ア 市内に事業所を有する事業者 

  イ 市内に事業所を有する事業者と親会社又は子会社の関係にあるもの 

  ウ 市内に事業所を有する事業者と同一の親会社を持つ会社であって、当該会社の役員が、 

当該事業者の役員を兼ねているもの 

第２条第１０号中「取得合計額」の次に「（第６号イに該当する新設又は第７号イに該当する

増設の場合にあってはそれぞれの親会社又は子会社の取得合計額を含み、第６号ウに該当する新

設又は第７号ウに該当する増設の場合にあってはそれぞれの会社の取得合計額を含む。）」を加

える。 

第３条第１項中「立地奨励金（以下「奨励金」という。）」を「別表に定める奨励金」に改め

る。 

第５条第１項中「本市に立地する事業者のうち、次に掲げる要件」を「別表に定める奨励措置

の区分に応じ、それぞれ定める交付要件」に改め、同項各号を削る。 

附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。 

附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第３条第１項・第５条第１項） 

奨励措置の

区分 

交付要件 

対象地域 立地する事業施設 対象となる投下固定資産額等 

企業立地奨

励金 

第２条第３号アに

掲げる地域等 

第２条第４号アか

らカまでに掲げる

施設 

⑴ 投下固定資産額（増設の場合にあっては 

 、当該増設に係る投下固定資産額に限る。 

）が１億円以上（計画推進施設にあっては 

１０億円以上）であること。 

⑵ 事業施設の常用雇用者（増設の場合にあ 

っては、当該増設に係る常用雇用者に限る 

。）が５人以上（計画推進施設にあっては

３０人以上）であること。 

⑶ 環境に十分配慮された事業施設であるこ

と。 

大規模投資

企業立地奨

励金 

第２条第３号イに

掲げる地域 

第２条第４号キに

掲げる施設 

⑴ 投下固定資産額（増設の場合にあっては 

 、当該増設に係る投下固定資産額に限る。 

 ）が１０億円以上であること。 

⑵ 事業施設の常用雇用者（増設の場合にあ 

っては、当該増設に係る常用雇用者に限る 

。）が５人以上であること。 

⑶ 事業の用に供する土地の面積が１０ヘク

タール以上であること。 

⑷ 環境に十分配慮された事業施設であるこ 

と。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 
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提案理由 

産業立地促進の更なる拡充を図るため、対象となる施設及び地域の追加、常用雇用者等交付要

件の緩和、奨励措置の新設並びに条例の有効期限の延長をすることに伴い、関係条文の整備をし

ようとするものである。 
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議案第２４号 

木更津市証紙条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市証紙条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和２年２月１４日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市証紙条例の一部を改正する条例 

木更津市証紙条例（昭和３９年木更津市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

⑹ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定を適用する本市の経営する企業にお

いて徴収する手数料 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 下水道事業の企業会計への移行に伴い、手数料を現金による徴収方法に変更するため、関係条

文の整備をしようとするものである。 
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議案第２５号 

木更津市農業委員会の委員及び木更津市農地利用最適化推進委員の定数を定める条例の一

部を改正する条例の制定について 

木更津市農業委員会の委員及び木更津市農地利用最適化推進委員の定数を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

令和２年２月１４日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市農業委員会の委員及び木更津市農地利用最適化推進委員の定数を定める条例の一

部を改正する条例 

木更津市農業委員会の委員及び木更津市農地利用最適化推進委員の定数を定める条例（平成２

９年木更津市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「１８人」を「１９人」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例の施行の日以後に任期の満了により新たに任命す

る委員から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市農地利用最適化推進委員の活動内容の変更に伴い、同委員の定数を増加するため、関

係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２６号 

   業務委託変更契約の締結について 

 市は、次のとおり業務委託変更契約を締結する。 

  令和２年２月１４日提出 

                        木更津市長  渡 辺  芳 邦   

１ 業 務 委 託 名   木更津市公共下水道木更津下水処理場（主ポンプ施設増設）の建設工事

に係る業務委託 

２ 業務委託の場所  木更津市潮浜一丁目１９番１ 

３ 業務委託の概要  主ポンプ施設増設を主としたポンプ設備・電気設備工事の施工及び施工

監理 

４ 契 約 金 額  変更前 ２６５，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

           変更後 ２１１，８７０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

５ 契約の相手方   東京都文京区湯島二丁目３１番２７号 

           日本下水道事業団 

           理事長 辻原 俊博 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

平成３０年１２月１８日に可決された木更津市公共下水道木更津下水処理場（主ポンプ施設増

設）の建設工事に係る業務委託の変更契約の締結をするにあたり、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年木更津市条例第９号）第２条の規定により、議

会の議決を得ようとするものである。 
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